
公会計制度改革の効果 
 住民等へのきめ細やかな情報提供 

○財務諸表等を所属長の責任と権限において市民等に公表することを通じて、アカウ
ンタビリティの達成を目指す。 
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所属長 
（区長、各室・局長） 

監査委員 議会 市民 

会計管理者 財政局長 人事室長 

説明責任 
（財務諸表の公表） 

人件費情報 

作成責任 

地方債情報 現金・物品情報 
非現金情報 

その他情報 
（債権、基金等） 

契約管財局長 

公有財産情報 
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<参考>全体スケジュール  

研修・説明会

分析・活用方法の検討

平成26年度
ステップ3: データ整備

システム試行

平成25年度
ステップ2: ルール策定

システム導入

平成24年度
ステップ1: ルール検討

資産評価方法の

検討
資産・負債 評価

連結対象調査

票の作成

相殺消去

財務諸表作成

事業別

財務諸表作成

開始BS作成

事業別

開始BS作成
財務諸表作成単位(事業)の決定

決算整理

連結対象調

査票の作成

相殺消去

財務会計システムの改修

平成27年度
ステップ4: 本格運用

開始BS作成

平成28年度
ステップ5 財務諸表作成

試行 本格
運用

財務諸表作成単位で

資産・負債を整理

資産台帳

データ整備

資産系システムの改修

財務諸表作成基準検討

システム改修

要件整理
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